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しあわせ信州創造プラン（長野県総合５か年計画）推進中 

 

 

１ 調査の概要 

 (1)調査目的 年末一時金の要求･妥結状況を的確に把握し、労使に情報を提供する。 

(2)調査日  平成 26年 12月 31日現在  
 

(3)調査対象 県内民間労働組合 420組合 

２ 調査結果の概要（産業別、企業規模別要求・妥結状況及び妥結額分布状況については 

                 別紙参照） 

(1)要求の状況【要求提出組合数２１８組合】 

   ①平均要求額 ５７３，２６１円 （対前年同期比 ８，９４０円増） 

   ②平均要求月数 ２．３０か月  （対前年同期比 ０．０４か月増）  

(2)妥結の状況【妥結組合数２１５組合、妥結割合 ９８．６％】 

   ①平均妥結額 ４４３，５３１円 （対前年同期比 ２０，７３５円増） 

   ②平均妥結月数 １．７８か月  （対前年同期比 ０．０９か月増） 

３ 特徴と傾向 

 (1)平均要求額及び平均妥結額ともにリーマン・ショック後の平成20年調査結果以降、最も高

い金額となりました。 

 (2)平均妥結額が高い主な産業は｢紙・パルプ｣「建設業」「電気・ガス」、低い主な産業は「印

刷」「繊維」「運輸」となっています。 

４ その他 

年末一時金要求・妥結状況調査の結果は、長野県のホームページでも公表しています。 

《労働雇用課統計ホームページ：http://www.pref.nagano.lg.jp/rodokoyo/sangyo/rodo/toukei/toukei/index.html》 

 

 長野県内の民間労働組合を対象に、年末一時金要求・妥結状況を１２月３１日

現在で調査しました。 

２１８組合から一時金要求が使用者側へ提出され、そのうち２１５組合が妥結

しました。 

１ 平均要求額 

平均要求額は ５７３，２６１円で、前年と比べ金額で ８，９４０円増加し、 

平均要求月数は ２．３０か月で、前年を ０．０４か月上回っています。 

２ 平均妥結額 

平均妥結額は ４４３，５３１円で、前年と比べ金額で ２０，７３５円増加し、 

平均妥結月数は １．７８か月で、前年を ０．０９か月上回っています。 

 

長野県（産業労働部）プレスリリース 平成 27年（2015年）１月 22日 

平成２６年年末一時金要求・妥結状況調査結果が 

まとまりました（最終報：１２月３１日現在） 

産業労働部労働雇用課調査情報係 

(課長)濱村 圭一 (担当)竹内 幹 

電話：026-235-7119（直通） 

   026-232-0111（代表）内線 2476 

FAX： 026-235-7327 

E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp 

http://www.pref.nagano.lg.jp/rodokoyo/sangyo/rodo/toukei/toukei/index.html





